




*5：閉じたき裂
き裂の両面が互いに
接触し、超音波の反
射波が弱くなる状態。
き裂付近の圧縮応力
等により生じる。

*6：回折波
超音波を内部きずに発
信したとき、きずの先
端部等での波の回り込
み現象により生じる超
音波。反射波と異なり、
回折波は全方位に近く
広がる。

また超音波の非線形性を利用することにより、従来技術では検出が困難な閉じた
き裂*5の検出技術も開発が進んでいます。

火力発電所高温設備に生じるクリープ劣化の発生初期では、閉じたき裂と同様に
超音波の反射が弱く劣化検出が困難な場合がありますが、運転中の設備にこのよう
な技術を用いることで、より早い時期に劣化の状況を把握することが可能になると
考えられます。

(2) TOFD(Time of Flight Diffraction)法
TOFD法は、超音波が劣化部に当たったときに、その端部で発生する回折波*6を利

用して劣化部の深さや高さを測定する技術です。TOFD法で検査する際、劣化部の滑
らかでない表面が回折波の波形を複雑にして劣化部の評価に影響します。このため
回折波信号をAI深層学習モデルで解釈し、劣化部サイズ判定の不確かさと誤差を低
減する技術開発が進んでいます。

TOFD法も、劣化部の形状を定量的に見積もることで、運転中の劣化部拡大の兆候
を知る有効なモニタリング手法と考えられます。

 代表研究者からの一言a

今後の展開（成果の活用先・事例、今後の研究テーマなど）
以上のような技術を応用しながら発電所運転中の高温設備モニタリングを実現でき

れば、これまでは定期点検でしか分からなかった劣化進展傾向を、運転中に把握でき
るようになり、設備の予防保全対策に有効であると考えられます。

今後はこのような用途を想定しつつ、耐熱超音波センサーや高温モニタリング技術
の開発を推進していきます。

火力発電所は、天候の影響を受け易い太陽光発電など再エネ電源の電力変動を吸収し
つつ、域内の電力需要に応じ電力を供給する重要な電源です。火力発電の供給信頼度維
持向上及びコスト低減に、果敢に取組んでいきます。

顔
写真

渡邉 肇

配列型超音波送受信子

引用) T. Yoshikawa and Y. Ohara, The proceedings of 44th Symposium on UltraSonic Electronics(2024). 
https://ohara-lab.jp/research/         ＊ 一部著者にて和訳及び補足

模擬
疲労
き裂
映像化
領域

実験環境 閉じたき裂の可視化

劣化部

表面

底面

超音波送信子 受信子

受信信号波形

劣化部の回折波形

右図引用) Z. Wang, F. Shi , J. Ding, and X. Song,  IEEE TRANSACTIONS ON ULTRASONICS, FERROELECTRICS,
AND FREQUENCY CONTROL, VOL. 71, NO. 10, OCTOBER 2024 ＊著者にて和訳及び補足

時間(秒)

電
圧
(V
)

実験における受信波
シミュレーションにおける受信波

実験で得た、滑らかでない劣化部表面から
の超音波回折波形が、AI学習モデルシミュ
レーションにより良く再現されている。

TOFD法概要 AI学習モデルによる回折波の解釈
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【アンサンブル予測を活用したダム運用】

出水前の発電
放流

現行では無効放流し
ていた水を次の発電
に備えて貯水できる

無効放流

洪水を貯める容量

洪水を貯める容量を
超える水は無効放流

洪水を貯める容量

 代表研究者からの一言a
⾬水は自然が生み出す貴重な資源です。ダムに貯まった恵みの⾬水を無駄に放流せず、⻑時間

アンサンブル降⾬予測を用いて有効に発電に利用し、CN実現に貢献できるよう取り組んでいきます。

今回得た知見を活かすため、⻑時間アンサンブル降⾬予測の詳細を把握した上で、台風接近に伴うダム
への流入量の規模をいかに早いタイミングでかつ高い精度で予測できるかを研究し、ダム運用の高度化を
図ります。

【現行運用】

当社は2050年カーボンニュートラル（CN）の実現に向け、再生可能エネルギーの導入拡大に取り組んで
います。国も内閣府のSIP （戦略的イノベーション創造プログラム）やBRIDGE （研究開発とSociety5.0と
の橋渡しプログラム）などの枠組みを通じて、ダムなどの既存インフラを活用しながら水力発電を最大化
する取組みを推進しています。このような背景のもと当社では、台風接近に伴う降⾬の前に発電放流によ
るダム水位低下を行うことで、無効放流（発電機を介さない洪水吐ゲートからの放流）を低減させる運用
について検討を進めており、この運用を可能とする「⻑時間アンサンブル降⾬予測」の適用性に関する調
査研究を行いました。

※大規模出水では大流量を予測する上位予測を活用した運用が最適、逆に小規模出水では小流量を予測する下位予測を活用した運用が最適

図2 ⻑時間アンサンブル予測

51通りの台風進路予測と
各ケースでの降⾬予測

流入量計算

51通りの流入量予測
流量予測値の多い順に予測
結果を区分
上位予測：1〜3位の平均
中位予測：6〜15位の平均
下位予測：37〜46位の平均

図1 事前の発電放流による無効放流低減のイメージ

顔
写真

畑元 浩樹
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長時間アンサンブル降雨予測を用いた
水力発電運用高度化に関する調査研究
【研究期間2024年度、社会インフラグループ】

目的・背景

成果の概要
｢⻑時間アンサンブル降⾬予測」は、欧州中期予報センター（ECMWF）が提供する51通りの降⾬予測を

もとに日本気象協会が過去のデータにより補正をしたものです。15日先までの幅のある51通りの降⾬予測
データを用いてダムへの流入量（出水規模）を予測することができ、発電放流や無効放流を含むダム運用
の高度化に活用することができます。

本研究では、51通りのアンサンブル降⾬予測データを用いて予測された流入量が多い順に「上位」「中
位」「下位」に分け、その規模に応じて台風接近前の発電放流による水位低下に際して、どの予測を適用
すれば最も発電電力量が大きくなるか検討しました。その結果、アンサンブル降⾬予測の適用により、従
来よりも発電電力量が増加することを確認できました。また、出水規模の大小により最適な運用が異なる※

ことも確認できました。

今後の展開



 代表研究者からの一言a

近年、労働力人口の減少等から、電力設備の保全点検にも省力化が求められています。
特に、自家用電気工作物の保全現場では、停電に至る前の設備異常の検知、絶縁等の
監視にセンサー類を活用したスマート保安技術*1の適用が求められ、部分放電測定など
様々な診断技術が提案されています。

本研究では、これまでに培った電力設備の保全技術の一つである部分放電測定手法
が、自家用電気工作物の保全現場に適用できるのか、その可能性を調査していきます。

■ 部分放電測定の適用

目的・背景

成果の概要

今後の展開（成果の活用先・事例、今後の研究テーマなど）

電気設備の劣化や故障の初期兆候を示す重要な指標として、運転状態の設備から発
生する微弱な放電現象である部分放電*2が有ります。絶縁抵抗測定や熱画像など目に
見える劣化状況よりも早期に発生し、設備の予防保全に役立つ有効な兆候として考え
られています。

この部分放電を測定するため、対象となる設備に合わせて使用するセンサー類を含
め様々な測定手法が提案されています。
■ 部分放電測定手法の検討

部分放電は商用電圧が立ち上がるタイミングで発生する特徴があり、測定した信号と
電圧位相の関係から部分放電の有無を判定できます。これまでの取組みから現場環境
のノイズに合わせ取得する信号レベルを調整することで的確に部分放電有無を把握す
る手法を検討してきました。

また、電力設備は設置される環境は様々で、測定により作業や通行等の障害になら
ないことも考慮に入れて検討しています。
■ 測定手法の評価

測定手法の有効性検証のため、実験室で模擬放電源から部分放電を発生させて、部分
放電信号の取得状況を測定しています。

部分放電の発生状況は、同時に行う精密測定を参照(ref)として、部分放電の測定レ
ベルなどを含め手法の特性を確認しています。

実験室で検証している測定手法について、実際の電気工作物での測定をとおして
データの蓄積を図り、適用可能性を調査する予定です。

設備劣化の早期発見は設備保全に携わる方だけでなく、設備を保有するお客
さまにとって大きなメリットが有ります。これまで培った電力設備の保全技
術で、お客さまが安心して電気を利用いただける手法となり得るか調査して
まいります。

*1：スマート保安技術
最新のデジタル技術や
IoT( モ ノ の イ ン タ ー
ネット)を活用して、
産業やインフラの安全
管理を効率化・高度化
を図る技術

*2：部分放電
電力機器の絶縁体中
の微小な空隙部に電
界が集中することで
発生する微弱な放電
のこと。放電が⻑期
間発生することで、
絶縁材料の劣化が進
み絶縁破壊が起こる
可能性が有る。

ref

図1 部分放電測定の概要 図２ 電圧位相に対する信号発生例

部分放電信号

中田英宏

注)自家用電力ケーブル
を所有する特高、高
圧のお客さま向けに
は、既に製品化して
いるPDLOOKがあり
ます。
本レポートの32ペー
ジをご参照ください。
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保全高度化に向けた部分放電測定の適用調査
【研究期間2024～2026年度、 ネットワーク技術グループ】

目的・背景

高野浩二 木下文宏



 代表研究者からの一言a

22kV以上CVケーブル*1について、絶縁劣化の主要因である水トリー*2の既存診断手
法は高額のため、変電所構内用など短尺のケーブル診断への適用は費用対効果の面で
課題があります。このため、安価で有効な22kV以上CVケーブル絶縁劣化診断を実現す
るべく、（一財）電力中央研究所提案の「遮蔽層交流インピーダンスによるCVケーブ
ル劣化診断法」の実用化に取組んでいます。

■ 診断の原理

*1：CVケーブル
架橋ポリエチレン絶
縁ケーブルの略称。
耐熱性や機械的強度
に優れ、電力会社や
工場などで広く使用
されている。

目的・背景

成果の概要

今後の展開（成果の活用先・事例、今後の研究テーマなど）

顔
写真

田口 彰

ケーブル外部からの水分浸透は水トリーの成⻑と同時に遮蔽層*3銅テープの酸化も
促進します。テープ表面の酸化被膜形成によりテープ重なり部が絶縁性を帯び、図1の
ように電流経路が円筒状からスパイラル状に変化するため、酸化被膜のないテープに
比べてインダクタンスが大きくなります。よって、遮蔽層の交流インピーダンスを測
定することで外部からの水分浸透の可能性を推測でき、水トリー成⻑による絶縁劣化
のリスクを見積ることができると考えられます。
■ 現地環境を考慮した測定回路の検討

実験室環境と異なり、変電所のような現地環境では測定線の⻑さの制約、ケーブル
周辺の埋設物の影響などがあり、これらを考慮する必要があります。検討の結果、図2
に示す測定回路でインピーダンスを算出することとしました。
■ 診断の現地試適用

変電所構内の66kVCVケーブル（遮蔽層：銅テープ）を診断した結果、図3(a)のよう
に200kHz以上の帯域で⻘相遮蔽層のインピーダンスが他相に比べ大きい結果となり
（ケーブルが俵積みで3相密着のため、遮蔽層が正常ならば全相ほぼ同じ値になる）、
⻘相遮蔽層の劣化が疑われました。ケーブル撤去後に解体したところ、図3(b)のよう
に⻘相遮蔽層の銅テープの重なり部が⿊く変色（酸化）しており、現地診断結果が正
しかったことが確認できました。

今後はさらに、現地診断、撤去品での試験、シミュレーションなどを積重ねて、本
診断手法の実用化を目指します。

診断の原理は既に提案されていたものの、いざ現地環境での診断に関する検討をやってみると、
実験室環境では見えていなかった問題が多くあり、原理を実用化することの難しさとともに、それ
を解決することのやりがいを実感しています。

*2：水トリー
CVケーブルの絶縁体
内の水分が、経時変
化により絶縁体内部
を樹状に浸透し、絶
縁劣化を起こす現象。
湿度が高い環境で発
生しやすい。
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電流源 

遮蔽層 
接地線 

白相 

赤相 

青相 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

10 100 1000

交
流
イ
ン
ピ
ー
ダ
ン
ス

[Ω
]

周波数[kHz]
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白相遮蔽層

図1 遮蔽層の電流経路模式図 図2 遮蔽層交流インピーダンス
測定回路模式図

本図は⻘-白間測定の例
(3回の相間測定から各相の

インピーダンスを算出)

図3 現地診断の試行結果

(a)遮蔽層インピーダンス

(b)⻘相遮蔽層銅テープの状態

*3：遮蔽層
ケーブル内部導体か
らの外部への電磁干
渉を防ぎ、同様に外
部から内部導体への
電磁干渉を防ぐため
に絶縁体外側に設け
られている導電体層。
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【研究期間2023～2025年度、 ネットワーク技術グループ】



社内外へのお役立てに向けた取組み
総合研究所では、九電グループの内外を問わず、他企業・メーカーと連携し共創テーマの

創出や地域課題の解決に取り組んでおります。

社外委員等活動状況
総合研究所では、九州域内外において、様々な産学官連携活動を行っております。
ご興味のある活動がございます場合は、巻末の「お問合せ先」までご連絡ください。

（2025年6月現在）

担当グループ委員等の就任状況団体・委員会名分類
研究企画委員：所⻑技術開発専門委員会

電気事業連合会

電力大の活動

研究企画委員：副所⻑研究企画部会

電化推進技術委員：グループ⻑電化推進技術検討会

低炭素化技術委員：グループ⻑水素技術検討会

低炭素化技術委員：グループ⻑CO２削減技術検討会

研究企画委員：所⻑研究開発委員会電力中央研究所

研究企画委員：所⻑IERE(電力研究国際協力機構) 国内電力連絡会

研究企画委員：副所⻑企画委員会パワーアカデミー

産学連携の活動

研究企画委員：所⻑企画委員会

九州パワーアカデミー 研究企画委員：副所⻑研究部会

研究企画委員：副所⻑教育部会

研究企画委員：所⻑企画委員会
九州オープンイノベーションセンター

研究企画委員：所⻑人材育成助成対象選考委員会

研究企画副会⻑：所⻑九州工学教育協会

研究企画運営委員：副所⻑早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構（ARCROSS）

研究企画委員：副所⻑無線送受電技術委員会
無線送電

そ
の
他

研究企画委員：副所⻑無線送電実証衛星技術委員会

研究企画副支部⻑：副所⻑低温工学・超電導学会 九州・⻄日本支部超電導

低炭素化技術幹事：グループ⻑日本エネルギー学会 ⻄部支部新エネルギー

研究企画幹事：所⻑福岡県水素グリーン成⻑戦略会議

水素
低炭素化技術委員：グループ⻑水素エネルギー産業化実務者会議

（九州経済連合会 九州地域戦略会議 再生可能エネルギー産業化推進委員会傘下）

低炭素化技術オブザーバー：グループ⻑｢壱岐市におけるRE水素システムの応用展開による再エネ導入拡大可能性
調査｣に係る有識者助言委員会

低炭素化技術オブザーバー：グループ⻑大分県エネルギー産業企業会 水素関連産業分科会

低炭素化技術構成員：グループ⻑地球温暖化対策（CCS）連絡会炭素分離･回
収･利用･貯留 低炭素化技術ｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞﾒﾝﾊﾞｰ：

副主幹研究員アジアCCUSネットワーク

研究企画委員：副所⻑カーエレクトロニクス事業運営委員会電気自動車
(EV)

研究企画副委員⻑：所⻑プラチナ再生可能エネルギー ステアリングコミッティ
産業イニシアティブ

再生可能
エネルギー

電化推進技術委員：グループ⻑誘導加熱技術部会

日本エレクトロヒートセンター電気加熱 電化推進技術委員：主幹研究員ヒートポンプ技術部会

電化推進技術委員：主幹研究員赤外線加熱技術部会
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担当グループ発表件名

論
文
等
投
稿

発
表
・
講
演

発表媒体年月日

社会インフラ繰り返し載荷を受けるPCaPC柱の破壊過程の
把握と建替評価に関する一提案

〇〇第70回構造工学シンポジウム
（土木学会構造工学論文集）

2024/04/14

社会インフラ高経年化したPCaPC柱の劣化評価方法の提案
に関する研究

〇電力土木協会誌5月号2024/05/05

化学・金属実用耐熱鋼のクリープ変形挙動評価〇日本材料学会学術講演会
公開部門委員会

2024/05/24

化学・金属Inactivation of Mytilus galloprovincialis Using
Pulsed Power

〇The 51th IEEE International 
Conference on Plazma
Science(ICOPS)

2024/6/17
-19

化学・金属海生生物不活化へのパルスパワー適用可能性に
関する研究

〇九州パワーアカデミーフォーラム
2024

2024/6/18

社会インフラ振動加速度に着目したPCaPC柱の劣化評価手
法の実用性検討

〇〇コンクリート工学年次論文集
Vol.46

2024/6/26

社会インフラ振動加速度に着目したPCaPC柱の劣化評価の
実用性に関する検討

〇〇土木学会年令和6年度全国大会次
学術講演会

2024/9/6

社会インフラ繰返し曲げ載荷を受けるプレキャストPC柱の
損傷と振動特性の関係

〇〇土木学会年令和6年度全国大会次
学術講演会

2024/9/6

社会インフラ変圧器や電線がプレキャストPC柱の地震応答
特性に及ぼす影響に関する検討

〇〇土木学会年令和6年度全国大会次
学術講演会

2024/9/6

社会インフラ亜硝酸リチウム添加が高炉スラグ高含有モルタ
ルの諸性能に及ぼす影響

〇〇土木学会年令和6年度全国大会次
学術講演会

2024/9/6

社会インフラ防腐剤を添加した低炭素型コンクリートの各種
劣化環境における鉄筋防錆評価

〇〇土木学会年令和6年度全国大会次
学術講演会

2024/9/6

社会インフラ亜硝酸リチウムの添加が高炉スラグ高含有モル
タルの中性化および炭素固定化に及ぼす影響

〇〇土木学会年令和6年度全国大会次
学術講演会

2024/9/6

社会インフラ高炉スラグ微粉末を多量に使用した低炭素型
コンクリートの高耐久化に関する研究

〇〇土木学会年令和6年度全国大会次
学術講演会

2024/9/6

ネットワーク
技術

22kV以上CVケーブルの水トリー診断への交流
重畳法適用に関する一検討

〇2024年 電気学会 電力・エネル
ギー部門大会

2024/9/6

地域エネルギー
システム

地理情報システムを用いた気象庁全球モデルに
基づくメガソーラの発電量予測

〇2024年度(第77回） 電気・情報関
係学会九州支部連合大会

2024/9/27

担当グループ委員等の就任状況団体・委員会名分類
ネットワーク技術委員：グループ⻑電気学会 高電圧技術委員会

高電圧

そ
の
他

ネットワーク技術委員：副主幹研究員雷リスク評価に基づく配電線耐雷設計手法調査専門委員会
ネットワーク技術委員：主幹研究員稼働率維持を考慮した風車の雷害対策調査専門委員会

化学･金属幹事：グループ⻑表面技術協会 九州支部
金属・材料

化学･金属委員：グループ⻑カーボンニュートラル実現のための耐熱材料委員会
社会インフラ委員：グループ⻑土木学会 環境技術小委員会

土木・建築
社会インフラ委員：グループ⻑土木学会 ⻄部支部
社会インフラ委員：グループ⻑応用地質学会 九州支部・九州応用地質学会
社会インフラ委員：グループ⻑地盤工学会 九州支部

社外発表実績
2024年度は、主に以下のような社外発表を行いました。（共同発表や共著を含みます）
今後も積極的に研究開発成果など技術開発の活動状況を社外へ情報発信してまいります。
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担当グループ発表件名

論
文
等
投
稿

発
表
・
講
演

発表媒体年月日

地域エネルギー
システム

地理情報システムを用いた気象庁全球モデルに
基づく九州全域の発電量予測

〇2024年度(第77回） 電気・情報関
係学会九州支部連合大会

2024/9/27

社会インフラ導水路トンネル補強工事の合理化とコスト低減
効果に寄与する製品開発

〇新エネルギー財団 令和6年度第2
回中小水力発電技術に関する実務
者研修会

2024/10/10

低炭素化技術Edge sites on platinum electrocatalysts are
responsible for discharge in the hydrogen 
evolution reaction

〇Journal of Materials Chemistry A2024/10/14

化学・金属Grade 91鋼溶接部クリープ損傷の非破壊的
検出

〇10th international conference on 
advances in materials, 
manufacturing & repair for power 
plants ASM及びEPRI

2024/10/15
-18

社会インフラA study on the replacement evaluation 
method of prestressed concrete utility poles 
based on vibration characteristicsぱわ

〇〇EASEC-18(East Asia Pacific 
Conference 0n structural 
engineering and construction)
（国際会議）

2024/11/14

ネットワーク
技術

秋田県南部の上向き雷のJLDNの捕捉率〇2025年 電気学会 誘電絶縁材料
プラズマ・パルスパワー高電圧合
同研究会

2025/1/23

地域エネルギー
システム

太陽光併設型蓄電池による新たなビジネス
モデルを実証します
〜日本初のマルチユース運用で再エネの利用
拡大とサステナビリティ向上〜

〇九電みらいエナジー ホームページ
（プレス発表）

2025/2/4

社会インフラ導水路トンネル補強工事の施工品質向上と
コスト低減効果に寄与する製品開発

〇〇第67回電力土木講習会
（オンライン）

2025/2/10

社会インフラ超音波伝播速度を用いたPCaPC柱の劣化評価
の検討

〇〇土木学会⻄部支部 研究発表会2025/3/8

社会インフラ高炉スラグ微粉末を80%置換したコンクリート
構造体への適用性に関する研究

〇〇土木学会⻄部支部 研究発表会2025/3/8

低炭素化技術フリースタンディングPt/SWCNT電極触媒の
開発と水電解性能評価

〇電気化学会第92回大会2025/3/19

ネットワーク
技術

2023年の秋田県南部のJLDNの後続雷撃評定
精度

〇2025年 電気学会 全国大会2025/3/19

ネットワーク
技術

CVケーブル遮蔽層交流インピーダンス測定
条件に関する一検討

〇2025年 電気学会 全国大会2025/3/20

地域エネルギー
システム

地理情報システムを用いた気象予報データに
基づくメガソーラの発電量予測

〇令和7年電気学会全国大会2025/3/20

社外表彰実績
2024年度は、以下の件名について研究の内容や成果が評価され、表彰されました。

受賞グループ表彰件名賞名称

社会インフラ導水路トンネル補強工事の施工品質向上とコスト低減効果に
寄与する製品開発

電力土木技術協会高橋賞

社会インフラ導水路トンネルの維持管理および補強に関する技術的業績電力土木技術協会技術奨励賞

社会インフラAIによる導水路覆工コンクリート背面空洞分析支援システムの
開発

土木学会⻄部支部奨励賞
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基本方針

創造・保護・活用の知的創造サイクルを廻すことにより企業価値を向上させ、技術開発

戦略との連携により、経営／事業戦略に知財面から貢献します。

① 知財戦略

知的財産活動

コーポレートガバナンス・コードの改訂（2021年6月）を踏まえて策定された知財・無形
資産ガバナンスガイドラインにおいて、企業は知財戦略を構築し実行していくことが期待さ
れており、当社では「知財戦略の基本方針」に基づき、引き続き知財に関する取り組みを着
実に推進していきます。

知的財産の取組み

（注）経済産業省 戦略的な知的財産管理に向けて（2007.4）を参考に作成

【全体像】
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 国連機関の一つである世界知的所有権機関(WIPO)が
設立した世界規模の環境関連の知財プラットフォーム
である｢WIPOGREEN※1｣へ当社も参加し、当社保有の
環境関連技術(5件)を公開しています。

※1 WIPOGREEN：WIPOによる環境関連技術の普及を促進するグローバルな取り組み。環境に優しい
技術の提供者と探求者をつなぐプラットフォームであり、企業や官庁、大学などが参加

＜WIPOGREENデータベースへの登録例：K-hatリーフβ型※2、3 (藻場増殖礁) ＞
下の画像は、当社保有の特許技術※4を活用した藻場増殖礁であり、同特許の共有権利

者である住友大阪セメント㈱様で販売しています。
本製品は、以下の特徴を持ち、礁内で繁茂した海藻が磯焼けした藻場の再生とアワビ

などの磯根資源の生育に貢献します。
・火力発電所の石炭灰等を利用した環境に優しい再資源化材料を使用
・複数の小型ブロックを着底ブロック上に、間隔が異なる隙間を設けて設置することで、

海藻類だけでなくアワビの稚貝や甲殻類などの住み家になる。

※2 ｢K-hatリーフβ型｣は、住友大阪セメント㈱様の商品名です。
※3 下の画像は、住友大阪セメント㈱ 様のホームぺージから引用しました。
※4 住友大阪セメント㈱さまとの共有特許（増殖礁：特許第4146893号）

地域貢献に向けた取組み

知財ビジネスマッチングとは、大企業や大学の未利用特許を中小企業やベンチャー企業に提
供し、新商品開発やブランド創出を支援する取り組みを言います。
各自治体＊主催の知財マッチングへの参加や知財コーディネーターを通した地元の中小企業へ
の当社保有技術の紹介など、自治体との連携を通して地域への支援を継続します。

＊ 香川県、鳥取県、神奈川県川崎市 など

自治体主催の知財マッチングへの参加や、自治体知財コーディネーターとの意見交換

【 K-hatリーフβ型の外形】 【海中での設置状況】

上記ロゴマークは、WIPOに帰属しています
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② WIPOGREENへの参加

総合研究所では、今後もカーボンニュートラルの実現に向け、新技術の研究開発や、高度
化に継続的に取り組んでいきます。



2020〜2024年度 特許出願・登録実績

特許関連ライセンスの新規契約締結実績

20242023202220212020年度

2０2２３契約
件数

九州電力の保有特許
はこちら

知的財産の保有と活用

当社では、知的財産権を総合研究所で一元管理しており、2024年度末現在、国内特許
91件、海外特許54件、国内商標122件、海外商標3件、及び国内意匠1件の知的財産権を保
有しています。

なお、特許については、2024年度「12件」の出願と「9件」の登録となりました。

（九州電力ホームページ）

(件)

(件)

5か年
平均20242023202220212020年 度

7.81211079国内

出願 0.600003海外

8.412110712計

4.687134国内

登録 0.610110海外

5.297244計
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これまでに得られた特許やノウハウは、以下の技術のように、当社のみならず他企業でも活用いた
だいています。

本技術は、従来のVDI方式※2と同様にパソコンのデータレス環境を提供しながら、VDI方式な
どのような高性能なサーバーやパソコンが不要で、現在使用中のサーバー及びパソコンが利用で
きるため、コストは10分の1程度で済みます。更に、従来のVDI方式と同様に個別パソコンの
ローカルドライブへのデータ等の保存は禁止されます。（特許第6310125号）

Zero DriveⓇは、上記特許の共有権利者であるハミングヘッズ㈱様で開発・販売されており、
当社でも全社員が使用するパソコンに導入され、テレワークの推進に寄与すると共に、パソコン
紛失時のデータ流出防止に役立っています。

※1 ｢Zero DriveⓇ ｣は、本特許の共有権利者であるハミングヘッズ㈱様の登録商標です。
※2 VDI方式：Virtual Desktop Infrastructureの略称。デスクトップ仮想化と呼ばれ、サーバ上にあるデスクトップ

環境を遠隔地にある端末に転送して利用することを言います。
※3 ポリシー：システム管理者が運用方針に基づき記述した設定ファイルや運用ルール等のことを言います。
※4 上の図は、ハミングヘッズ㈱様のホームページから引用したものを一部加工したものです。

※3

現在使用中のデータ
保存用のサーバー

当社が開発した電力ケーブルの無停電での部分放電遠隔診断技術(特許第7402956号)に基づく
PDLOOKⓇは、先進のデジタル技術(IoT、AI)を駆使したスマート保安であり、自家用ケーブルの
健全性を、事業活動を止めることなく、遠隔で測定・診断・報告するサービス※7です。

※5 ｢PDLOOKⓇ｣は、当社の登録商標(商標第6529327号)です。
※6 PDLOOKⓇは、日本国内の優れたインフラ維持管理技術を表彰する中央官庁主催の｢第8回インフラメンテナ

ンス大賞 特別賞(経済産業省)｣ を九電グループとして初めて受賞しました。
※7 サービスの対象は、3kV以上の自家用電力ケーブルを保有する全国の特別高圧・高圧事業者さまです。

（参考）PDLOOKⓇ紹介動画はこちら →
URL：https://www.youtube.com/watch?v=lK47rQhNKBY
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有効活用されている知的財産の紹介

Zero DriveⓇ (ゼロドライブ)※1：データ保護システム

PDLOOKⓇ (パドルック)※5、6：部分放電オンライン遠隔診断サービス



総合研究所では、研究設備レンタルを行っています。

※なお、研究設備レンタルの詳細については、下記ホームページをご参照ください。

お問い合わせはホームページに記載のメールアドレス宛にお願いいたします。
https://www.kyuden.co.jp/service_tech_rental_index.html

用途と特徴設備・装置名

[用途]
・サンプル表面の細かな凹凸、キズをはっきりと

観察でき、これらの大きさや⻑さを計測

[特徴]
・顕微鏡ステージに載せられない大型のサンプル

を切断などの加工なしに観察・計測が可能

デジタルマイクロスコープ

[用途]
・サンプル表面を低倍率（広範囲）及び高倍率

（狭範囲）で観察でき、サンプル表面の状態
や深度等データの採取及びデータ解析

[特徴]
・レーザコンフォーカス方式（低倍率〜高倍率）

及びフォーカスバリエーション方式（低倍率）
の２原理を搭載し、低倍率（広範囲）での3D
測定が可能

・自動で視野毎にピント調整を行い、深度合成
する機能を有する

・膨大なデータの一括解析、報告書の自動作成が
可能

形状解析レーザ顕微鏡

[用途]
・材料や機材等の温度及び湿度に関する耐候性能

の検証

[特徴]
・温度の設定範囲が広く、幅広い環境条件が設定

可能

恒温恒湿槽

● 研究設備レンタル

研究設備の例

（HPリンク）

研究設備レンタル及び技術コンサルティング
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総合研究所では、保有技術を活用した技術コンサルティングを行っています。
お客さまからのニーズ等がございましたら、ご相談ください。

※なお、技術コンサルティングの詳細については、下記ホームページをご参照ください。
https://www.kyuden.co.jp/service_tech_consulting_index.html

（HPリンク）

● 技術コンサルティング

技術コンサルティング実績
内 容件 名受託年度

ボイラー配管溶接箇所からのリーク発生
原因調査

環境工場ボイラー高圧
蒸気配管損傷原因調査2020年度

鶏ふん発電で使用するクリンカ抑制剤の
効果の評価

クリンカ抑制添加剤の
効果検証2021年度

火力発電所過熱器の余寿命評価を実施過熱器余寿命評価業務
委託2022年度

牛糞の発電燃料への適用可能性の評価牛糞の発電用燃料としての
調査2022年度

ボイラー過熱器の材料検査に基づく余寿命
評価

火力発電用ボイラーの
余寿命評価2023年度

牛糞の発電用燃料としての適用性評価バイオマス発電燃料への
適用性評価2023年度

FIP化後のインバランスリスク管理に必要な
料金算出ツールの作成

陸上風力発電所インバラン
ス料金算定ツールの作成2024年度
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九州電力株式会社 総合研究所
Annual Report 2024

2025年7月発行

〔お問合せ先〕
九州電力株式会社

テクニカルソリューション統括本部
総合研究所 知財・共創推進グループ

〒815-8520 福岡市南区塩原二丁目1番47号
Phone 092-541-3090(代表)
E-mail souken_innov@kyuden.co.jp

主な拠点からのご案内
●福岡空港から
・タクシーにて、約25分
・地下鉄空港線に乗車し、｢博多駅｣にて下車後、⻄鉄バスに乗換え
●JR博多駅から
・博多駅前A(美野島方面)乗場で⻄鉄バス(47、47-1番)に乗車し、

｢清水四丁目」で下車後、徒歩１分
●⻄鉄大橋駅から
・駅東側乗場で⻄鉄バス(47、47-1番)に乗車し、｢清水四丁目｣にて

下車後、徒歩１分
●弊社本店から
・渡辺通一丁目電気ビル共創館前(大橋方面)乗場から⻄鉄バス(W番)

乗車し、｢南市⺠センター前｣にて下車後、徒歩５分

周辺拡大図


